
随　意　契　約　結　果　書

 物品等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びに

所属する部局の名称及び

所在地

契　約　締　結　日

契約の相手方の

氏名及び住所

契約金額

（消費税及び地方消費税含む）

予定価格

（消費税及び地方消費税含む）

随意契約によること

とした理由

備　　考

電話交換装置改造１式

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長
池田　豊人

大阪府大阪市中央区大手前１丁目５番４４号　大阪合同庁舎第１号館

平成２８年　９月１６日

日本電気（株）　関西支社

大阪市中央区城見１－４－２４（日本電気関西ビル）

￥４９，５７２，０００－

￥５１，３６４，８００－

　本案件は、近畿地方整備局が管理する電話交換装置（以下「当該設備」という。）の
本体部分のみの更新を行うものである。
　当該設備は、その果たすべき役割を発揮するため、必要な「機能・性能」を定めた仕
様書等により、当初施工者が独自の技術を基に、開発・設計・製作・設置したものであ
り、特殊な技術や設備設置時の専門技術を要することから、他社の参入が困難であると
判断しているが、競争性確保のため本案件の実施を希望する者の有無を確認する目的で
、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施した。
　公募の結果、参加意思確認書の提出者がなかったため、上記業者を随意契約の相手方
とするものである。

【根拠法令】
会計法第２９条の３第４項及び政府調達に関する協定第１３条第１項（ｂ）（ⅱ）
国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１３条第１項第１号


